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2025年日本の労働市場の展望
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Indeedのデータを活用してOECD各国及び日本の労働市場を分析し、外部関係者に向
けて分析結果・インサイトを発信。

以前は、NERAでエコノミスト、EYでデータサイエンティストとして、政府・民間・
司法機関に向けた経済統計分析及び報告書作成に従事。

ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン経済学修士、東京工業大学(現東京科学大学)で
工学学士。



概要

❏ 60カ国以上、月間3.5億人が利用する世界No.1求人サイト
「Indeed」のエコノミックリサーチ機関

❏ 8カ国の拠点。エコノミストとデータサイエンティストが、膨
大な求人データを基に世界の労働市場を分析し、洞察を提供

役割

❏ メディア、研究者、政策立案者、求職者、採用企業に向けて、

世界の労働市場に関する経済的観点からの分析を情報提供

❏ 中央銀行等、政策決定機関とのデータ共有・パートナーシップ

3

強み、データの特徴

❏ データ・専門的知見に裏付けされた分析と見解

❏ 「市場代表性」「リアルタイム性」「先行性」のあるデータ

https://www.hiringlab.org



賃金と労働市場の流動性

供給力の課題

まとめ
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4



5

賃金と労働市場の流動性



実質賃金上昇率は、ようやくプラスに近い軌道に

6



2022年以降の賃金上昇の要因とその性質
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労働市場の流動性

関連資料：BLS (2015) “Same occupation, different pay: How wages vary”

パフォーマンス

スキル、成果、パフォーマンス等

機能してきている？ 継続的？

✓

✓

?

✓

✓

?「構造的な」賃上げ

転職等

春闘、インフレを通じた企業検討、政府からの要請、
価格転嫁の支援政策等

https://www.bls.gov/careeroutlook/2015/article/wage-differences.htm


春闘の影響は、一定程度確認される
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構造的賃上げ 流動性 パフォーマンス

Q2 Q3



9

価格転嫁を進められている産業は、概ね賃金も上昇

構造的賃上げ 流動性 パフォーマンス



自発的離職率は上昇傾向
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構造的賃上げ 流動性 パフォーマンス



高い賃金への期待は上昇傾向
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構造的賃上げ 流動性 パフォーマンス

関連資料：Indeed Hiring Lab  “高まる賃金期待：インフレ下で求職者は月給35万円以上を検索”

https://www.hiringlab.org/jp/blog/2024/11/06/%e9%ab%98%e3%81%be%e3%82%8b%e8%b3%83%e9%87%91%e6%9c%9f%e5%be%85%ef%bc%9a%e3%82%a4%e3%83%b3%e3%83%95%e3%83%ac%e4%b8%8b%e3%81%a7%e6%b1%82%e8%81%b7%e8%80%85%e3%81%af%e6%9c%88%e7%b5%a635%e4%b8%87%e5%86%86/


賃金上昇圧力から、賃金情報・インセンティブ情報の透明化の動きへ

求人内の「昇給あり」「賞与あり」の言及割合の推移。期間は2019年1月から2024年10月、12ヶ月移動平均をとっている。職種カテゴリの構成割合の変
化の影響を考慮するため、2019年の職種カテゴリの構成割合を固定重みとして加重平均して集計。 12

構造的賃上げ 流動性 パフォーマンス



しかし、昇給や賞与等の言及が、成果に結びついているかは不透明
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求人内で「昇給」「賞与」「手当」等の収入に関する言及と、「成果」「パフォーマンス」「スキル」等の成果に関する言及が結びついている割合の推移。
期間は2019年1月から2024年10月、12ヶ月移動平均をとっている。職種カテゴリの構成割合の変化の影響を考慮するため、2019年の職種カテゴリの構成
割合を固定重みとして加重平均して集計。

構造的賃上げ 流動性 パフォーマンス



供給力の課題
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2024年度-2025年度は見込み数値であり、実質GDPについては、実績値に2024年度-2025年度の内閣府によって推計された成長率（1つ目の図
表参照)を乗じて算出。潜在GDPの2024年度-2025年度の推定については、2023年度の実績成長率0.5%と同じ成長率で伸びると仮定して推定し
ている。 15

潜在GDPを伸ばすことが課題
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潜在GDPの構成要素の内、資本と労働投入量(内、労働時間)が特に課題
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AI等成長産業の投資と雇用創出は、他国に比べ、いまだ物足りない

資本投入量 労働時間 就業者数 生産性



AIの職場活用も発展途上

出所: リクルート・Indeed (2024)「AI活用に関する日米就業者調査」、
Indeed (2024)「AIの業務利用に関する実態・意識調査【販売職（小売・アパレル）編】」

● 職場でAI（生成AIを除く）を利用したことがあ
る割合：日本 24%前後、米国 77%前後

● 職場で生成AIを利用したことがある割合：
日本 31%前後、米国 80%前後

Images: MidJourney

資本投入量 労働時間 就業者数 生産性
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労働の供給制約：就業者数は現在まで維持されるが、今後は減少

成長実現・労働参加進展シナリオ：各種の経済・雇用政策を講ずることにより、成長分野の市場拡大が進み、女性及び高齢者等の労働市場への参加が進展するシナリオ

成長率ベースライン・労働参加漸進シナリオ：各種の経済・雇用政策をある程度講ずることにより、経済成長と女性及び高齢者等の労働市場への参加が一定程度進むシナリオ

一人当たりゼロ成長・労働参加現状シナリオ：一人当たり実質ゼロ成長の経済状況を想定し、労働参加が現状（2022年）から進まないシナリオ

資本投入量 労働時間 就業者数 生産性
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労働の供給制約：労働時間は減少傾向

資本投入量 労働時間 就業者数 生産性
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労働時間(Intensive Margin) それとも就業者数(Extensive Margin)?

Images: MidJourney

資本投入量 労働時間 就業者数 生産性
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労働時間に関する、正社員の選好状況 (性年代別)

出所: Indeed (2024)「労働時間の選択における意識調査」。事前調査サンプルサイズ(n=9,294)を使用。

注：質問「あなたにとって望ましい1か月あたりの総労働時間（残業含む）は、現在の1か月あたり【前問の回答を引用】の労働時間と比較して、
どの程度ですか。下記のうち、最もあてはまるものをひとつお選びください。」に対して、増減時間の選択肢から回答したものを「増やした
い」「今のままでよい」「減らしたい」の3つに分類して集計。n=9,294（事前調査サンプル）

Q. 1か月あたりの望ましい労働時間は、現在の労働時間と比較してどの程度か。

資本投入量 労働時間 就業者数 生産性
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労働時間を増やしたい一番の理由は、「収入の増加」

Q. あなたが1か月あたりの労働時間を増やしたいと思う理由はなんですか。あてはまる
ものをすべてお選びください。

出所: Indeed (2024)「労働時間の選択における意識調査」。事前調査サンプルサイズの内、労働時間を増やしたい回答者数（n=1,708)

資本投入量 労働時間 就業者数 生産性
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社会全体の労働時間に対する考え方に、多様性あり

給与が増えるなら、
労働時間が増えてもよい

残業代が出るのであれば、
残業したい

労働時間は常に
できるだけ短くしたい

社会的に、一律して労働時間を
減らす努力をすべきだ

できる限り努力して
定められた業務をこなすべきだ

仕事に時間をかけて
質を高めることが重要だ

プライベートを犠牲にしても、
仕事を優先したい

まわりが残業しているなら
自分も残業すべきだ

労働時間が短くなるなら、
今よりも給与が減ってもよい

残業代が出ても、
残業はしたくない

労働時間はライフステージや
年齢の変化に合わせて柔軟に調節したい

個人の考えが尊重され、希望する人は
長く働くことができる社会になるべきだ

業務量が多い場合は
見直しや調整をすべきだ

短い時間で効率的に
成果を出すことが重要だ

仕事を犠牲にしても、
プライベートを優先したい

まわりが残業していても、業務が
終わったら自分は定時で帰るべきだ

50% 25% 0% 25% 50%

Q. AとBどちらの考えに近いですか？

Aに近い Bに近い

出所: Indeed (2024)「労働時間の選択における意識調査」。本調査サンプルサイズ(n=2,000)を使用。

資本投入量 労働時間 就業者数 生産性



まとめ
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2025年の賃金上昇の展望 - 2024年と同程度の上昇率は望めると予想、

更なる上昇は成果へのインセンティブ・供給力の向上次第
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労働市場の流動性

パフォーマンス

2025年 2026年

✓

✓

?

✓

?「構造的な」賃上げ

?

成長産業への投資・生産性向上・
労働時間の柔軟性 ? ?

✓

✓

2024年

△

?
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2025年の労働市場の展望

労働市場Topics紹介

2025年1月15日
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話者紹介

株式会社リクルート HR横断リサーチ推進部 HRリサーチセンター

センター長 津田 郁

金融機関を経て、2011年リクルートグループ入社。グローバル採用事業「WORK IN JAPAN」、

ワークス研究所などを経て21年より現職。労働市場や企業経営に関する調査・分析を発信。

労働市場の変化をデータで可視化し、人と組織の新しい関係性や、日本型労働市場のアッ

プデートに関するリサーチに従事。「人的資本経営の潮流と論点」等を発表。経営学修士。

株式会社リクルート HR横断リサーチ推進部 研究員

笠井 彰吾

国会事務局での勤務の後、2019年株式会社リクルートジョブズ（現リクルート）入社。ジョブズ

リサーチセンター研究員を経て現職。主に人事・給与制度や組織開発に関する調査・分析を

担当。
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01. 賃金をめぐる今後の動きについて
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01. 賃金をめぐる今後の動きについて

⚫ ‣ 転職市場の賃金動向

30



転職市場の求人数の状況
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⚫ リクルートエージェントにおける求人数はコロナ禍以降右肩上がり。過去最高水準

出所：リクルートエージェント求人数の分析



転職決定数の状況
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⚫ 転職決定数は、コロナ禍前の150％以上に伸長

出所：リクルートエージェント転職決定数の分析



転職時の賃金変動の状況
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⚫ 「転職時に1割以上賃金が増加した者の割合」は過去最高値

出所：リクルート「2024年7-9月期転職時の賃金変動状況」(https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/1023_14847.html)

https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/1023_14847.html


女性の転職は10年で約5倍に増加

34

⚫ 女性の転職は2013年度から2023年度にかけて5.09倍に増加

出所：リクルート「リクルートエージェントの転職者分析／女性の転職は10年で約5倍に増加し、賃金も上昇。ブランクがあっても転職実現。L字カーブ解消の期待」
（https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/1113_14891.html）

https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/1113_14891.html


転職時の賃金変動状況（女性）
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⚫ 2023年度には女性転職者の41.3％が転職時に賃金が1割以上増加している

出所：リクルート「リクルートエージェントの転職者分析／女性の転職は10年で約5倍に増加し、賃金も上昇。ブランクがあっても転職実現。L字カーブ解消の期待」
（https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/1113_14891.html）

https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/1113_14891.html


ミドル世代の転職者数の伸びが顕著
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⚫ 2023年度のミドル世代（40・50代）の転職者数は2014年度の5倍に

出所：リクルート「リクルートエージェントの転職者分析／ミドル世代の転職動向転職時に賃金が1割以上増えた割合は10年間で11.8pt増加転職の背景やキャリアの築き方を事例で紹介」
（ https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/0930_14763.html）

https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/0930_14763.html


転職時の賃金変動状況（ミドル世代）
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⚫ 2023年度にはミドル世代転職者の27.4％が転職時に賃金が1割以上増加している

出所：リクルート「リクルートエージェントの転職者分析／ミドル世代の転職動向転職時に賃金が1割以上増えた割合は10年間で11.8pt増加転職の背景やキャリアの築き方を事例で紹介」
（ https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/0930_14763.html）

https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/0930_14763.html


転職時の賃金変動状況（中小企業）
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⚫ 直近では「300人未満」の方が、賃金増加した人の割合が高い

出所：リクルートエージェント転職決定数の分析



アルバイト・パートの募集時平均時給
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⚫ 三大都市圏全体において３カ月連続過去最高額を更新

出所：リクルート「2024年11月度アルバイト・パート募集時平均時給調査」（ https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/1213_15331.html）

https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/1213_15331.html


求職者に見る希望年収の状況
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⚫ 求職者の現年収と希望年収には明確なギャップがある

出所：リクルート 求職者の分析



求職者に見る希望年収の状況
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出所：リクルート 求職者の分析

⚫ 求職者の44.2％が現状より高い年収帯を希望している



01. 賃金をめぐる今後の動きについて

⚫ ‣ 転職市場の賃金動向 → 活況・好調

42



01. 賃金をめぐる今後の動きについて

⚫ ‣ 転職市場の賃金動向 → 活況・好調

⚫ ‣ 企業の変化と課題

43



企業人事が感じる「人事制度・雇用慣行を変える必要性」
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⚫ 61.5％の人事担当者が人事制度・雇用慣行を変える必要性を感じている

出所：リクルート「企業の人材マネジメントに関する調査2023」（ https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/0423_14242.html）

https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/0423_14242.html


【変化】企業の内部と外部がシームレスに
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⚫ 制度改革に積極的な企業は、賃金・報酬制度に外部公平性の観点を織り込んでいる

出所：リクルート「企業の人材マネジメントに関する調査2023」（ https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/0423_14242.html）

https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/0423_14242.html


企業の給与制度の状況（昇給幅について）

46

⚫ 非管理職の最高評価査定時の昇給幅を見ると、「2％未満」は56.2％で半数以上を占める

⚫ 一方、「5％以上」は21.1％である

出所：株式会社リクルート「企業の給与制度に関する調査2024」

https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/1118_14919.html


企業にとってのキーワード

成果・パフォーマンスを出した人が

評価される環境の構築

結果として持続的な賃上げを実現

47



01. 賃金をめぐる今後の動きについて

02. 日本の労働力のポテンシャルとは
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⚫ どの属性も半数以上が「20時間未満」

週当たりの労働時間（パート・アルバイト）

出所：株式会社リクルート「パート・アルバイトの仕事や賃金に関する意識調査」
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⚫ 「きっかけがあれば労働時間を増やそうと思う」人は、「既婚・子供あり」で8割超、「65歳以上」
で4割

働く時間を増やす意向（パート・アルバイト）

出所：株式会社リクルート「パート・アルバイトの仕事や賃金に関する意識調査」

50



⚫ 「既婚・子供あり」は子育てや家事負担の軽減がポイント

⚫ 他の属性は、ちょっとした時間で働けることや、手取りへの影響（税・年金など）がポイント

働く時間を増やそうと思うきっかけ（パート・アルバイト）

51
出所：株式会社リクルート「パート・アルバイトの仕事や賃金に関する意識調査」



⚫ 「昇給するなら難しい仕事を担ってもよい」と考える人が4割弱で、
職場で評価や改善点のフィードバックがある人の方が意欲が高い傾向がある

難しい仕事へのチャレンジ意欲（パート・アルバイト）

出所：株式会社リクルート「パート・アルバイトの仕事や賃金に関する意識調査」

52



⚫ 昇給した人のうち、評価による昇給があったのは27.2％

⚫ 勤務期間2年を境に、評価による昇給機会が少なくなる傾向

評価（働きぶりや勤務期間）による昇給実態（パート・アルバイト）

出所：株式会社リクルート「パート・アルバイトの仕事や賃金に関する意識調査」

53



⚫ どの属性も「責任を負いたくない」が最も高い

⚫ 65歳以上では「昇給の仕組みがない」という制度面のハードルがある

職場で昇給を目指すにあたってのハードル（パート・アルバイト）

54
出所：株式会社リクルート「パート・アルバイトの仕事や賃金に関する意識調査」



⚫ 主にアルバイトとして働く25-44歳の人のうち、2割前後は正社員として働きたいと考えている

希望する就業形態（パート・アルバイト）

出所：株式会社リクルート「パート・アルバイトの仕事や賃金に関する意識調査」

55



女性の転職（契約・派遣社員から正社員への転職）

56

⚫ 女性の転職のうち、「契約・派遣社員から正社員への転職」の伸びは、全体を上回る

出所：リクルート「リクルートエージェントの転職者分析／女性の転職は10年で約5倍に増加し、賃金も上昇。ブランクがあっても転職実現。L字カーブ解消の期待」
（https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/1113_14891.html）

https://www.recruit.co.jp/newsroom/pressrelease/2024/1113_14891.html
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